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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第196期

第３四半期
連結累計期間

第197期
第３四半期
連結累計期間

第196期

会計期間
自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日

自　平成25年１月１日
至　平成25年12月31日

営業収益 (百万円) 140,253 176,031 220,026

経常利益 (百万円) 7,424 12,405 21,959

四半期(当期)純利益 (百万円) 8,671 82,629 10,121

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 51,778 121,074 51,280

純資産額 (百万円) 262,877 300,911 262,276

総資産額 (百万円) 953,444 1,273,131 938,161

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 20.18 192.38 23.55

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額
(円) － － －

自己資本比率 (％) 26.4 22.2 26.7

 

回次
第196期

第３四半期
連結会計期間

第197期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.12 18.42

(注)　１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は以下の通りであります。

 

（ビル等事業）

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用したことにより、中野駅前開発特定目

的会社、京橋開発特定目的会社、新宿センタービル特定目的会社、名駅２丁目開発特定目的会社、㈲東京プライムス

テージを営業者とする匿名組合等のＳＰＣ（特定目的会社７社及び匿名組合６社）が連結子会社となりました。

 

　なお、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状

況　１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　有価証券報告書（第196期事業年度）の提出日以降、事業のリスクについて変更及び追加がありました。以下の内

容は、当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所については下線（＿罫）で

示しております。

　なお、文中における将来に関する事項については、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断した

ものであります。

 

（１）不動産市況の動向

　今後、景気の動向により、賃貸オフィス市場において企業の業績悪化に伴うオフィスニーズの減退が起こる場

合、また、分譲住宅市場において顧客の購買意欲の低下が起こる場合等、不動産市況の動向が、当社グループの

事業展開、業績等に影響を及ぼし、また当社グループ所有資産の価値低下につながる可能性があります。

 

（２）当社事業に関連する法制、税制等の制定・改定等

　当社グループの事業は、各種法令のほか、各自治体が制定した条例、税制等の規制並びに影響を受けているた

め、将来において、これらの関連法制、条例、税制等が制定・改廃された場合には、新たな義務の発生、費用負

担の増加、権利の制限等の発生により、当社グループの事業展開、業績や財政状態、所有資産の価値に影響を及

ぼす可能性があります。また、税務申告において税務当局との見解の相違が生じた場合は、当社グループの業績

や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。

 

（３）金利の変動

　当社グループは、有利子負債の99％を長期による借入とする安定的な資金調達を行うとともに、ほぼ全ての長

期借入について金利を固定化し、金利変動による影響を極力少なくするべく対処しておりますが、金利が上昇し

た場合には、当社グループの業績に影響を及ぼし、また当社グループ所有資産の価値低下につながる可能性があ

ります。

 

（４）天災等の発生

　地震・風水害等の天災地変、戦争、暴動、テロ、その他突発的な事故の発生により、当社グループ所有資産の

価値低下や当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（５）株式市場の動向

　当社グループは、市場性のある株式を保有しておりますが、株式市場が下落し、保有株式の価値が大幅に下落

した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間の連結業績につきましては、営業収益は1,760億３千１百万円（前年同四半期1,402

億５千３百万円、前年同四半期比25.5％増）、営業利益は232億８千３百万円（前年同四半期132億７千１百万

円、前年同四半期比75.4％増）、経常利益は124億５百万円（前年同四半期74億２千４百万円、前年同四半期比

67.1％増）となりました。また、第１四半期連結会計期間より連結子会社としたＳＰＣが「大手町タワー」（東

京都千代田区）や「中野セントラルパーク」（東京都中野区）の一部を譲渡したこと等により、固定資産売却益

等を特別利益として計上した結果、四半期純利益は826億２千９百万円（前年同四半期86億７千１百万円、前年

同四半期比852.9％増）となりました。
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　なお、第１四半期連結会計期間から報告セグメントの区分を変更しており、前年同四半期の実績値については

新セグメントに組み替えて表示しております。

　各セグメントの業績は以下の通りであります。

 

①　ビル等事業

　当第３四半期連結累計期間においては、前連結会計年度に東京不動産管理㈱を連結子会社としたこと、第１四

半期連結会計期間に「大手町タワー」（東京都千代田区）を保有する㈲東京プライムステージを営業者とする匿

名組合等のＳＰＣを連結子会社としたこと並びに販売用不動産を売却したこと等により、前年同四半期比で大幅

な増収増益となりました。

　この結果、営業収益は874億６千４百万円（前年同四半期411億２千８百万円、前年同四半期比112.7％増）、

営業利益は226億６千９百万円（前年同四半期124億５千９百万円、前年同四半期比81.9％増)となりました。

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

ビル等賃貸
建物賃貸面積　　 440,709㎡

(うち転貸面積　 125,969㎡)
23,795

建物賃貸面積　　 674,471㎡

(うち転貸面積　 110,206㎡)
46,538

不動産売上 － － ６件 22,983

管理受託等 － 14,504 － 17,891

ＳＰＣ配当収益 － 2,828 － 50

営業収益計 － 41,128 － 87,464

営業利益 － 12,459 － 22,669

 

 

②　住宅事業

　当第３四半期連結累計期間においては、住宅分譲で「Brillia City 横浜磯子」（横浜市磯子区）、「Brillia

下丸子」（東京都大田区）、「Brillia 仙川」（東京都調布市）等を売上に計上しました。

　この結果、営業収益は614億１千８百万円（前年同四半期697億５千２百万円、前年同四半期比11.9％減）、営

業利益は30億６千５百万円（前年同四半期28億２千２百万円、前年同四半期比8.6％増）となりました。

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

住宅分譲 1,003戸 54,778 931戸 44,803

住宅賃貸
建物賃貸面積　　163,831㎡

(うち転貸面積 　45,228㎡)
4,935

建物賃貸面積　　159,145㎡

(うち転貸面積 　43,459㎡)
4,643

マンション管理受託 管理戸数　　　　 45,220戸 4,207 管理戸数　　　　 49,998戸 4,575

その他 － 5,830 － 7,395

営業収益計 － 69,752 － 61,418

営業利益 － 2,822 － 3,065
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③　その他事業

　当第３四半期連結累計期間においては、不動産流通事業及び時間貸駐車場事業等において好調に推移しました

が、その他における海外事業で前連結会計年度に連結子会社の株式を売却したこと等により前年同四半期比で減

収となりました。なお、前連結会計年度にリフォーム事業を分割し、ビル等事業及び住宅事業に統合しました。

　この結果、営業収益は271億４千９百万円（前年同四半期293億７千３百万円、前年同四半期比7.6％減）、営

業利益は36億４百万円（前年同四半期34億３千２百万円、前年同四半期比5.0％増）となりました。

区分

前第３四半期(累計) 当第３四半期(累計)

数量等
営業収益
(百万円)

数量等
営業収益
(百万円)

不動産流通事業 － 6,513 － 6,592

余暇事業 － 8,870 － 9,871

リフォーム事業 － 1,852 － －

時間貸駐車場事業 車室数　　　　　　44,208室 9,277 車室数　　　　　　46,633室 9,658

その他 － 2,858 － 1,027

営業収益計 － 29,373 － 27,149

営業利益 － 3,432 － 3,604

 

 

（２）財政状態の分析

(資産)

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は１兆2,731億３千１百万円となり、前連結会計年度末比3,349

億６千９百万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有形固定資産の増加等によ

るものであります。

(負債)

　当第３四半期連結会計期間末における負債合計は9,722億１千９百万円となり、前連結会計年度末比2,963億３

千４百万円の増加となりました。これは、ＳＰＣを連結子会社としたことに伴う有利子負債の増加等によるもの

であります。なお、有利子負債残高（リース債務除く）は7,185億７千万円（前連結会計年度末比2,838億７百万

円の増加）となっております。

(純資産)

　当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は3,009億１千１百万円となり、前連結会計年度末比386億３

千５百万円の増加となりました。これは、四半期純利益のほか、ＳＰＣを連結子会社としたこと等によるもので

あります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 433,059,168 433,059,168
東京証券取引所

(市場第一部)

単元株式数

1,000株

計 433,059,168 433,059,168 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 433,059 － 92,451 － 63,207

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式　　　474,000
－

－
(相互保有株式)

普通株式　　4,682,000
－

完全議決権株式(その他) 普通株式　426,958,000 426,958 －

単元未満株式 普通株式　　　945,168 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 433,059,168 － －

総株主の議決権 － 426,958 －

（注）　「単元未満株式」に含まれる自己株式等

東京建物㈱　　　　　　　　　667株

東京不動産管理㈱　　　　　　481株

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

東京建物㈱

東京都中央区八重洲

一丁目９番９号
474,000 － 474,000 0.11

(相互保有株式)

東京不動産管理㈱

東京都墨田区太平

四丁目１番３号
2,502,000 － 2,502,000 0.58

(相互保有株式)

東京ビルサービス㈱

東京都墨田区太平

四丁目１番３号
2,180,000 － 2,180,000 0.50

計 － 5,156,000 － 5,156,000 1.19

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 52,272 65,159

受取手形及び営業未収入金 19,678 5,440

有価証券 － 9

匿名組合出資金 6,875 －

販売用不動産 39,653 31,036

仕掛販売用不動産 31,395 44,396

開発用不動産 30,174 43,050

繰延税金資産 3,056 26,278

その他 13,112 17,775

貸倒引当金 △253 △223

流動資産合計 195,964 232,923

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 206,536 346,499

減価償却累計額 △97,054 △111,863

建物及び構築物（純額） 109,482 234,636

土地 290,863 493,461

建設仮勘定 5,536 6,134

その他 16,452 20,015

減価償却累計額 △9,670 △11,122

その他（純額） 6,782 8,893

有形固定資産合計 412,666 743,124

無形固定資産   

借地権 15,975 106,216

その他 1,443 6,565

無形固定資産合計 17,419 112,782

投資その他の資産   

投資有価証券 235,254 120,063

匿名組合出資金 52,918 9,225

繰延税金資産 1,428 1,659

敷金及び保証金 10,585 20,952

その他 39,510 32,449

貸倒引当金 △65 △50

投資損失引当金 △27,520 －

投資その他の資産合計 312,111 184,301

固定資産合計 742,196 1,040,208

資産合計 938,161 1,273,131
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 92,849 ※２ 154,303

1年内償還予定の社債 20,450 ※２ 10,710

未払金 9,598 3,649

未払法人税等 5,313 11,332

引当金 518 1,651

不動産特定共同事業出資受入金 5,373 －

その他 29,701 34,143

流動負債合計 163,803 215,790

固定負債   

社債 119,500 ※２ 130,524

長期借入金 197,635 ※２ 419,495

退職給付引当金 9,069 9,409

その他の引当金 512 560

繰延税金負債 33,990 25,646

再評価に係る繰延税金負債 26,549 28,431

受入敷金保証金 59,503 67,279

不動産特定共同事業出資受入金 53,627 63,928

その他 11,692 11,154

固定負債合計 512,080 756,429

負債合計 675,884 972,219

純資産の部   

株主資本   

資本金 92,451 92,451

資本剰余金 63,432 63,432

利益剰余金 18,590 58,221

自己株式 △2,375 △2,405

株主資本合計 172,098 211,698

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 56,589 47,468

繰延ヘッジ損益 △308 △305

土地再評価差額金 16,161 19,232

為替換算調整勘定 5,919 4,769

その他の包括利益累計額合計 78,362 71,165

少数株主持分 11,815 18,048

純資産合計 262,276 300,911

負債純資産合計 938,161 1,273,131
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

営業収益 140,253 176,031

営業原価 109,197 134,574

営業総利益 31,056 41,457

販売費及び一般管理費 17,784 18,173

営業利益 13,271 23,283

営業外収益   

受取利息 26 17

受取配当金 641 835

持分法による投資利益 652 －

その他 485 443

営業外収益合計 1,806 1,296

営業外費用   

支払利息 5,825 9,383

持分法による投資損失 － 381

不動産特定共同事業分配金 605 650

その他 1,222 1,758

営業外費用合計 7,652 12,175

経常利益 7,424 12,405

特別利益   

固定資産売却益 2,046 132,767

投資有価証券売却益 180 －

関係会社出資金売却益 － 1,846

負ののれん発生益 2,251 7,163

段階取得に係る差益 1,101 －

受取補償金 ※１ 90 ※１ 88

特別利益合計 5,671 141,866

特別損失   

固定資産売却損 9 －

固定資産除却損 58 81

投資有価証券評価損 － 4,217

事業譲渡損 177 －

減損損失 220 567

持分変動損失 － 754

借入金繰上返済費用 － ※２ 5,139

特別損失合計 465 10,760

税金等調整前四半期純利益 12,630 143,512

法人税、住民税及び事業税 2,071 30,321

法人税等調整額 1,574 △18,738

法人税等合計 3,646 11,583

少数株主損益調整前四半期純利益 8,983 131,928

少数株主利益 312 49,299

四半期純利益 8,671 82,629
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 8,983 131,928

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 37,991 △9,709

繰延ヘッジ損益 103 3

為替換算調整勘定 1,814 16

持分法適用会社に対する持分相当額 2,885 △1,164

その他の包括利益合計 42,794 △10,854

四半期包括利益 51,778 121,074

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 50,253 72,361

少数株主に係る四半期包括利益 1,524 48,712
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（１）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成23年３月

25日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号　平成23年３

月25日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第22号　平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第20号　平成23年３月25日）を適用し、中野駅前開発特定目的会社、京橋

開発特定目的会社、新宿センタービル特定目的会社、名駅２丁目開発特定目的会社、㈲東京プライムステー

ジを営業者とする匿名組合等の特定目的会社７社及び匿名組合６社（以下総称して「連結対象ＳＰＣ」とい

う。）を連結の範囲に含めております。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成23年３月

25日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号　平成23年３

月25日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適

用指針第22号　平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する

実務上の取扱い」（実務対応報告第20号　平成23年３月25日）を適用し、大阪駅北地区開発特定目的会社、

霞が関開発特定目的会社等の特定目的会社３社を持分法適用の範囲に含めております。

 

　「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用したことによる連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更は、当

第３四半期連結会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与えております。当社の連結財

務諸表には、第１四半期連結会計期間より、上記会計基準等の適用による影響が含まれております。

 

 

(会計方針の変更等)

(会計基準の改正等に伴う会計方針の変更)

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成23年３月25

日）、「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第15号　平成23年３月25

日）、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

22号　平成23年３月25日）及び「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第20号　平成23年３月25日）を適用し、連結対象ＳＰＣを連結子会社としました。

　新たに連結子会社となる連結対象ＳＰＣへの会計基準等の適用については、「連結財務諸表に関する会計基

準」第44-４項(３)に定める経過的な扱いに従っており、適用初年度の期首において連結対象ＳＰＣに関する資

産、負債及び少数株主持分を連結財務諸表上の適正な帳簿価額により評価しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務の内容及び金額は、次の通りであります。

 
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

住宅ローン利用者及び従業員住宅取得制度

利用者
22,195百万円 3,599百万円

 

※２　社債又は借入金に含まれるノンリコース債務は次の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

短期借入金 －百万円 77,945百万円

１年内償還予定の社債 －百万円 510百万円

社債 －百万円 6,224百万円

長期借入金 －百万円 227,640百万円

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　受取補償金は、東京電力㈱からの補償金であります。

 

※２　借入金繰上返済費用は、第１四半期連結会計期間より連結子会社とした特定目的会社等が金融機関からの

借入金を期限前に返済したことで発生した費用であり、借入金繰上返済精算金、金利スワップ解約精算金

及び借入手数料償却費であります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日)

減価償却費 6,301百万円 10,580百万円

のれんの償却額 217百万円 784百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月28日

定時株主総会
普通株式 2,163 ５ 平成24年12月31日 平成25年３月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 2,163 ５ 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

平成26年８月８日

取締役会
普通株式 1,297 ３ 平成26年６月30日 平成26年９月２日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社とし

たことにより、当第３四半期連結累計期間の期首の利益剰余金が36,504百万円減少しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 ビル等 住宅 その他
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
　(注)２

営業収益      

(1) 外部顧客への営業収益 41,128 69,752 29,373 － 140,253

(2) セグメント間の内部営

業収益又は振替高
580 283 1,282 △2,146 －

計 41,708 70,035 30,656 △2,146 140,253

セグメント利益 12,459 2,822 3,432 △5,443 13,271

（注）１．セグメント利益の調整額△5,443百万円には、セグメント間取引消去△53百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△5,389百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(重要な負ののれん発生益)

　ビル等事業セグメントにおいて、株式を追加取得したことにより、持分法適用関連会社であった東京不

動産管理㈱及び東京ビルサービス㈱が連結子会社となりました。当該事象により、当第３四半期連結累計

期間において負ののれん発生益2,251百万円を計上しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 ビル等 住宅 その他
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
　(注)２

営業収益      

(1) 外部顧客への営業収益 87,464 61,418 27,149 － 176,031

(2) セグメント間の内部営

業収益又は振替高
627 235 2,606 △3,469 －

計 88,091 61,653 29,756 △3,469 176,031

セグメント利益 22,669 3,065 3,604 △6,055 23,283

（注）１．セグメント利益の調整額△6,055百万円には、セグメント間取引消去△474百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△5,580百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」等を適用し、ＳＰＣを連結子会社

としたこと等により、セグメント資産が、ビル等セグメントで325,058百万円増加しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度において、セグメント情報におけるセグメント区分は「ビル等」、「住宅」、「不動産

流通」及び「その他」に区分しておりましたが、不動産流通セグメントの量的な重要性が低下したため、

第１四半期連結会計期間からその他セグメントに含めて記載する方法に変更しております。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後のセグメントに基づき作成しておりま

す。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 20円18銭 192円38銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額　　　　　　　　　(百万円) 8,671 82,629

普通株主に帰属しない金額　　　　　(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額　　(百万円) 8,671 82,629

普通株式の期中平均株式数　　　　　　(千株) 429,791 429,502

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　第197期（平成26年１月１日から平成26年12月31日まで）中間配当について、平成26年８月８日開催の取締役会に

おいて、平成26年６月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次の通り中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,297百万円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　３円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　平成26年９月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

東京建物株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 向　　井　　　　誠　　　印

 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新　　居　　 幹　　也　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京建物株式会

社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京建物株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

強調事項

　会計方針の変更等に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成23年３月25日）等を適用している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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